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第I部 研究の経緯・研究会・報告書

1 研究の経緯

フルラインの現物保険給付を持つ介護保険制

度が発足早々の介護サービス供給体制整備の重

要な時期に，社会保障費抑制策のもと2次にわ

たり介護報酬を引き下げたことにより，介護の

量と質が急激に劣化した（政策の失敗，従事者

応募激減）。

この事態を憂い打開の一助に，2007年4月に

今次の介護福祉士等の法律改正の対象としてい

ない ① 2,500時間・3年以上の専門介護福祉士

養成の高度化及び ② 介護福祉士の地位向上へ

の介護専門職制度の構築をめざし，介護専門職

制度研究会（介護福祉士養成施設協会内自主研

究会）を立ち上げ，ドイツとデンマークを視察

した。

これが契機となり，財団法人社会福祉振興・

試験センターの平成20年度助成を頂き，介護福

祉士養成高度化研究会を結成し，更に研究を進

める運びとなり，再度ドイツ・デンマークへ視

察し，3年制の専門介護福祉士養成制度を研究

した。

研究報告書にCDRを添え助成先へ平成20

年度末に提出し，第17回日本介護福祉学会大会

（平成21年9月13日）で報告した。

2 研究会の組織

研究会長に蛇口浩敬（八戸大学総合研究所長，

前同大学学長，ドイツ連邦第1級功労十字章受

賞），研究副会長に島崎謙治(政策研究大学院大

学教授，前国立社会保障・人口問題研究所副所

長)，研究委員に，中村裕子(仙台白百合女子大

学教授，博士(医学))，及び小松一子(花園大学

教授，保健師)，並びに松下能万（山野美容芸術

短期大学講師，社会福祉士），研究監事に筒井澄

栄(岡山県立大学准教授，博士(社会福祉学)，理

学療法士，社会福祉士，精神保健福祉士)，研究

幹事に石川彪(八戸大学教授)，協力研究員に岡

田澄子(老人介護師Altenpflegerin，高齢者セン

ター看護部長Pflegeleitung，ニーダーザクセン

州ハノーハー在住)，事務局を八戸大学総合研究

所に置いた。
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3 報告書の構成 報告書A4版165頁，

CDR(PFD及びWord-97-2003の2様

式)

報告書第I部は，1はじめに 蛇口浩敬，2看

護・介護に関する職能の見直しと政策的意義

島崎謙治，3今後日本における介護需要 小松

一子，4ドイツの介護専門職養成の新施策から

示唆される介護人材教育の方向性 中村裕子，5

上級介護福祉士（仮称）の4年制大学での養成

に関する提案 石川 彪，6 Altenpfleger養成

校Fachseminar fur Altenpflege der Kaisers-

werther Diakonieの視察 7ドイツ連邦共和

国の教育制度と高齢者介護専門職の変遷 8デ

ンマーク王国における福祉専門職の養成におけ

る現状と課題 9デンマーク王国の教育制度

いずれも筒井澄栄，10参考資料 11結びに代

えて 夫々 石川彪。

報告書第II部は，参考資料で，1実験クラウ

ゼル，2 NRW 州のAltenpfleger教育資料6

冊，3 Fachseminar fuer Altenpflege der Kai-

sers-werther Diakonieの資料，夫々を岡田澄

子が要約翻訳，4ドイツ視察報告，5ドイツと

デンマークを訪れて（2007.4.），夫々，石川彪。

第II部 研究の目的・方法

1 研究の目的

本研究は，少子高齢社会に適合できるよう介

護労働の基盤を開発し整備するため，現行の2

年制養成を1年伸長し，より専門性の高い介護

福祉士（仮称，上級介護師）を養成することを

研究の目的とする。

本研究は，わが国の介護福祉士の国家資格が，

特別養護老人ホームの寮母等を資格化し，20年

前（後期高齢化率4%の時代）に生誕して以来，

先進国に例を見ない急激な少子高齢社会への変

化に応じ行うべくして行わなかった介護福祉士

職能開発を反省し，時代が要求する新たな職能

開発の研究を行うものである。単に介護従事者

の教育期間の1年延長の養成システム研究に留

めず，（仮称）介護業法及び（仮称）介護師法の

制定へ組み込むべき事項を含めて研究すること

を目的とする。

2 研究の方法

A 研究の3方法

第1には，わが国の人口が2005年を頂点とす

る対称軸を描き人口増加から減少へ転換した少

子高齢社会への変化から生じる介護需要に適応

できる職能開発を指向する研究方法をとる。

第2には，介護職の現行2年の養成を3年と

1年分伸長して行う（仮称）上級介護専門職の職

能開発の研究方法をとる。

第3には，すでに，ドイツやデンマークにお

ける介護従事者3年制養成の先例と実績を学習

し，そこから開発を考察し研究する方法を採る。

B 研究の6視野

次の6視野から研究することとする。

第1には，介護と一体として行われる医療的

なケアを，適正な教育と訓練を条件とし，適格

な介護従事者へ，医療職の業務独占の適用除外

とすることを視野に置く。

第2には，従前の従事者の職業教育から，介

護学の発達展開に応じた高等教育研究へと，教

育する者も教育される者も，上方移行すること

に視野を置く。

第3には，単一の介護資格制度から複数の介

護資格を形成（例えば介護1級・介護2級・介

護3級，既に自動車整備士資格の1級・2級・3

級などの前例がある）することを視野に入れる。

第4には，特に，上級の介護職における，可

能な限りの，看護・保育・作業療法・言語聴覚・

家政などの関連職種へのゼネラル化を視野に入

れる。

第5には，極東の島国の純日本的資格制度か

ら，国際標準となるような（わが国以上に急速

な少子高齢社会へ移行しつつある韓国・台湾・

中国の沿岸部への先行モデルとなるような）介

護職能の開発及びその資格制度の国際互換性の

開発の方向を視野に置く。

石川 彪:3年制の介護福祉士養成高度化に関する研究の報告2009.3.

― ―39



第6には，遅れているわが国の介護専門職制

度において，（仮称）介護業法並びに（仮称）介

護師法の法制の施行を指向し，それらに組み込

むべき介護の職能及びその運営方法を開発する

ことを視野に入れるものである。

第III部 報告した提案など

1 上級の介護福祉士を4年制の大学で養成

するシステムの提案 石川 彪

A はじめに（略)

B 介護福祉士を大学教育で養成する提案

本稿では，介護福祉士を4年制の大学教育課

程で養成することを提案するものである。

その大要は，4年制の大学教育過程のうち，3

年間分を概ね2,700時間の介護福祉士養成のた

めの専門教育に当て，残りの1年間分を教養教

育に当てるとするものである。学校法人・大学

設置審議会の大学等教員資格審査又は同等の資

格審査を得た教員が，当然にその養成を担当と

するものとする。その大学教員の養成について

は，下記C（7）で改めて述べる（ドイツは2010

年から，従来の老人介護師ないしは看護師資格

保有者という教員要件を，修士又は学士号保有

者へと引き上げた）。本稿での提案は，ドイツの

Fachhochschule(3～4年制養成，直訳は高等専

門学校であるが，学制の相違を勘案すると単科

大学ないし専門大学に相当しよう)に近い提案

である（デュアルシステムのFachseminar(3年

制養成，義務教育9年制又は10年制の修了者を

対象の職業教育)とは異なる）。

C 4年制大学における介護福祉士養成の位

置付け

(1) 上級介護職の育成

介護福祉士養成に係る複数の養成制度を下記

のとおり，大別し5区分に整理し，上級介護職

育成養成として位置付ける。即ち，下に述べる

大別5区分のうち，養成課程2に相当すること

を定義しておこう。

養成課程1:大学院で養成する介護教育研究

職（博士及び修士)

養成課程2:4年制大学で養成する上級介護

職（学士，専門教育3年と教養教

育1年)

養成課程3:3年制の専門学校修了者（専門

士，専門介護士として検討を予

定する養成課程，短期大学又は

専門学校が主たる候補，新たな

検討分野)

養成課程4:現在の介護福祉士（原則は短期

大学又は専門学校修了の専門

士)

養成課程5:現在の介護福祉士のうち実業高

校修了及びこれに準ずる者（高

校卒業者)

(2) 介護の幹部人材の養成

上記の養成課程2は，介護現場における上級

専門介護職，介護施設長及び各種介護機関の代

表はじめ経営幹部，介護行政職，介護教育研究

職，並びにこれらに準ずる介護の幹部人材の育

成を指向するものである。従って，複数の介護

福祉士養成制度の中でも，特に介護上で指導的

な上級職の人材を育成する教育システムと位置

づけ，それにふさわしい教育と訓練を行う。3年

間の専門教育に加え1年間の教養教育を施し

て，将来の指導者としての素養を身につけるこ

とを期待する。

(3) 上級介護職の教育職能

上級介護職は，次の3種の教育職能を合わせ

有することとなる。

教育職能1:社会的介護における生活指導者

としての教育職能

教育職能2:社会福祉のおける社会福祉教育

者としての教育職能

教育職能3:社会生活における社会教育者と

しての教育職能

これらの職能を遂行するためには，単に介護

技術や専門知識に長じているだけではなく，社

会全般の指導教育的な職能を遂行できる能力を

この大学教育過程で涵養する。
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従って，本稿でいう上級介護職は，上級介護

師（士→師）を意味する。

(4) 医療行為の許容

介護と一体的に行われる医療的ケアは，上級

介護職にも行うことを認める。医師法や保助看

法等に定める医行為の独占法制を見直し，上級

介護職に対する適用除外の規定を設ける。

(5) 業務独占の法定化

現在は，介護福祉士は名称独占の国家資格で

あるが，本提案に提唱する上級介護職は，業務

独占業務の国家資格と法定することとする。

即ち，介護と一体的に行われる医療的ケアは，

医療職のほかは，国家試験に合格し業務登録の

後に本資格を有する者のみが従事できる独占の

業務と法定されるべきである。

(6) 上級介護職の実践能力の開発

上級の介護職として，職業生活を遂行するた

めの，次のア～エの4分野の実践能力の開発に

取り組むものとする。

ア.専門的能力の開発:チームや組織・自分

を管理コントロールして職業と家庭の

バランスをとり，さらに自分のストレス

を早期に解消できる能力（Personal-

kompetenz)

イ.社会的能力の開発:チームや組織・ある

いは対顧客での対人関係を乗り切る能

力（Sozialkompetenz)

ウ.専門的能力の実行能力の開発:専門的

知識を十分有しそれを実行する能力

（Fachkompetenz)

エ.上級職業教育の総合的教育方法の開発

と実施:上記の3分野の実戦能力の開

発のためには，日々進歩する科学・技術

に対応すべく，学習する意欲を総合的に

みる教育方法を開発し適切に実施する

方策を講じる。(Methodenkompetenz)

(7) 国立介護研究所兼国立介護学研究大学

院大学（仮称）の設置提案

国立介護研究所兼国立介護学研究大学院大学

（仮称）の設置を提案するものである。

介護学上の各種の付属研究所（実験施設や試

験・実験の各種機関）を有する介護学大学院大

学を設置し，研究教育を行い，上級介護職とし

ての研究教育職(博士及び修士)の養成を行うこ

とを提唱する。

上述のとおり，上級介護指導者は，① 生活指

導者，② 社会福祉教育者，③ 社会教育者の職

能を併せて担当するから，所要の能力開発が大

学教育課程で求められる。

16年先の2025年に介護職255万人を必要と

する（09.3.12.参議院予算員会で厚生労働大臣が

推計値を答弁）時代に向けて介護の指導的役割

を担う上級介護福祉士の養成に緊急を要する。

大学における介護教員は徹底的な人材不足が発

生することが容易に予測され，憂慮されるとこ

ろである。その対策を早急に講じるように，本

提案を行うものである。

ケアワーカーの多くは，無資格で（ホームヘ

ルパー養成研修は短期促成養成の講習を受講し

た認証に過ぎず，講習内容は貧弱で，国家資格

とは程遠い），介護現場における上級介護福祉士

による指導監督を必要としている。介護の現場

での労働の質は，取りも直さず，介護サービス

の質であるから，上級介護福祉士の職能はその

維持向上にある。

D 4年制大学での介護上級職養成に伴う課

題

(1) 介護福祉士間の職務格差

医療行為の許容，業務独占に関し介護福祉士

間に格差が生じるが，労働条件及び職務権限と

して，上記C(1)に挙げた介護福祉士の複数養成

制度の中から，第1グループの養成課程1，養成

課程2，養成課程3，及び，第2グループの養成

課程4，並びに，第3グループの養成課程5とし

て区分して明文をもって定めることとなる。

(2) 介護福祉士の職能開発，教育システム論

と並行する課題

上級介護職の養成には，単なる介護教育法制

の課題に留まらず，遅れているわが国の介護専

門職制度の構築の課題が次のようにある。
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ア 介護資格法制上の課題

現法制の反省:介護福祉士と社会福祉士を同

一の法律で定めることに無理がないか検証を要

する。

精神保健福祉士・理学療法士・言語聴覚士・

保育士等と，可能なるところの共通の法制化な

いしはゼネラル化できないかという課題があ

る。

イ 介護労働法制の課題には，介護の労働特

性を反映する労働保全の法制（腰痛など

職業病の対策や介護労働上の災害，デン

マークでは介護就労中の腰痛発生は使用

者責任と定めている），労働時間（早朝深

夜勤務・フレックス勤務・有給休暇な

ど）・安全衛生・労働基準，介護労働組合，

最低賃金制度・共通賃金制度，介護報酬

の決定と労働条件，職業教育・資格・継

続教育と賃金とのリンク，団体交渉など

の制定が必要である。

これらは，一般的労働法制と，次の介護事業

法制に規定すべきものとに分ける必要がある。

ウ 介護事業法制の課題には，（仮称）介護師

法と（仮称）介護業法の2つがある。

① (仮称）介護師法には，業務独占・従事資

格の審査（個別審査か準則審査），試験方

法（筆記・口述・実技など）・登録・欠格

事由，同業団体・同ショップ制（ユニオ

ンかクローズなど）（全国・府県・市町村

の3層構成）・労使関係（争議と利用者保

護など）を制定する必要がある。

② (仮称）介護業法の課題には，措置の福祉

施設から脱皮し，新生する介護事業同業

者団体に関する事業法として，（仮称）介

護業法の早期の制定を提唱する。介護事

業の範囲・介護事業の許認可等（事業免

許・事業指定・事前または事後の届出な

ど），事業監督，同業団体，介護専門職（常

勤）雇用の義務，介護業務管理，事業の

安定継続（事業継続不可には包括移転）な

どを法制化する必要がる。

2 医療介護専門員(仮称)の3年制養成の提

案 筒井澄栄

わが国は，今後爆発的に増大する後期高齢者

に対し介護予防を講じているものの，療養を必

要とする高齢者は増大の一途をたどる。これに

対応できる新しい職能を有する介護福祉士に代

わる新たな専門職が必要不可欠である。デン

マークにおけるSSAのように療養に必要な医

療行為の行える新たな専門職として医療介護専

門員(仮称)の養成が求められる。介護福祉士と

准看護師の職能を併せ持つ医療介護専門員(仮

称)は，3年間の養成期間の概ね2,700時間で，介

護福祉士と准看護師の現行のカリキュラムを融

合したカリキュラムで養成を行い，在宅高齢者

ケアの専門家として位置づける。

① 介護と看護の双方のSKILLをもつ医療

介護専門員という新たな専門職

介護福祉士と准看護師の職能を併せ持つ，あ

らたな医療介護専門員(仮称)を養成することで

ある。所定の医行為が許される介護福祉士を養

成することする日本版の介護と看護との間のゼ

ネラル化といえる。

② 医療行為の許容

介護と一体的に行われる医療的ケアは，医療

介護専門員も行うことを認める。医師法や保助

看法等に定める医行為の独占法制を見直し，医

療介護専門員に対する適用除外の規定を設け

る。

③ 業務独占の法定化

現在は，介護福祉士は名称独占の国家資格で

あるが，本提案に提唱する医療介護専門員には，

業務独占業務の国家資格と法定することとす

る。即ち，介護と一体として行われる医療的ケ

アは，医療職のほかに，国家試験に合格し業務

登録の後に本資格を有する者が従事できる独占

の業務と法定されるべきである。

1) 医療介護専門員(仮称)への移行方法

上記1の医療介護専門員（仮称）を3年制で

養成するシステムは，新規の養成のシステムで

あるが，現行の資格制度からの移行の方法には，
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下記のようは2つの方法がある。

移行方法1:介護福祉士から医療介護専門員

（仮称）への移行 現在，介護福祉士の資格を有

する者は，2年間の准看護師の養成カリキュラ

ムの基での養成教育を受けるものとし，国家試

験に合格し，登録をすると医療介護専門員とな

る。

移行方法2:准看護師から医療介護専門員

（仮称）への移行 現在，准看護師の資格を有す

る者は，1年間の介護福祉士の養成カリキュラ

ムの基での養成教育を受けるものとし，国家試

験に合格し，登録をすると医療介護専門員とな

る。

あたかも，保育士資格を有する者が1年間の

介護福祉士の養成カリキュラムの基での養成教

育を受ける場合と同様な養成システムである。

2) 医療介護専門員（仮称）の養成に伴う課

題

(1) 医療介護専門員と介護福祉士又は准介

護士との間の職務格差

医療介護専門員と介護福祉士又は准介護士と

の間の職務格差は，労働条件の差として明確に

定めればよい。

(2) 医療介護専門員の養成に関連する新た

な課題

医療介護専門員の養成は単に介護又は看護の

新たな育成法制の課題に留まらず，別の提案，上

級介護福祉士の大学における養成と同様な，遅

れているわが国の介護・看護の専門職制度の構

築の課題でもある。

報告書第1部6，7，8，9，筒井澄栄の報告に

関する補足（研究幹事石川記）

第1.ドイツ連邦共和国の基本教育制度及び

デンマークの教育システム（次頁参照）

第2.Altenpfleger養成 校 Fachseminar
 

feur Altenpflege der Kaisers-werth
 

er Diakonieを訪問して（報告6）

-

(1) 16州の中でリーダーの養成校

(2) Altenpflegerの歴史

(3) 連邦法の成立と高齢者介護

特に高齢者介護の職業に関する法律

(4) Altenpflegerの教育システム・今後の

課題

連邦法に基づく3年制，2,100時間理論学習，

2,500時間実習，医療行為を認めている。

州法に基づく1年制養成のAltepflegehilfe。

第3 ドイツ連邦共和国の教育制度と高齢者

介護専門職の変遷（報告7）

(1) ドイツ連邦の概容

(2) ドイツの教育制度

(3) デュアルシステム（二元制度）の職業教

育

青少年の60%は学校卒業後に350種の職業

教育を受ける。大学は教育・研究の場で，大学

入学許可試験（アビトウア，ギムナジウム等卒

業後改めて受験，生涯2回のみ），殆どが州立で

公費負担。

(4) 高齢者介護の職業に関する法律」が成

立までの高齢者介護専門職の変遷

第4 デンマークでの福祉専門職養成の現状

課題（報告8）

(1） (高齢者）福祉政策

(2) 介護人材の養成

(3) SSH・ SSA

(4) 今後の課題

(5) わが国における3年制の医療介護専門

員（仮称）養成提案（先述）。

第5 デンマークの教育システム（報告9）

(1) 修学前教育

(2) 義務教育（初等教育＋前期中等教育）

(3) 後期中等教育 非職業教育課程＋職業

教育課程（SOSUやVETなど）

SSH（義務教育終了後に準備教育6ヵ月後に

1年2ヵ月教育）及びSSA（SSH資格取得後1

年8ヵ月，SSHと通算し3年6ヵ月）があり，無

免許の介護従事を認めず，介護に伴う医療行為

を認め，同国の24時間介護・脱施設の実施基盤

となり，公費で運営している。

(4) 高等教育 前期高等教育＋後期高等教
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育（通算6年以上），高校教師の殆どは

前期高等教育の終了者である。

(5) 教員養成・研修

註 本稿では介護従事者の労働組合を扱わな

かったが，両国とも全国横断組合で相当充実し

ており，無いに等しいわが国とは雲泥の格差が

ある。

3 看護・介護に関する職能の見直しと政策的

意義 島崎謙治

1.本稿の目的・構成(略)

2.医療・介護制度の制約条件(要約)

1) 人口構造の変化

日本の総人口は2005年を軸とし過去と将来

は左右対称をなす（1955年と2055年の総人口

は9,000万人弱と同じ）が，過去は少ない高齢者

を多くの生産年齢人口で支えていた「人口ボー

ナス（bonus配当）」の時代であったのに対し，将

来は多くの高齢者を少ない生産年齢人口で支え

る「人口オーナス（onus:重荷）」の時代となる。

第1は，日本の総人口が減少とともに人口構

成（年齢構成）が変化する。

第2は，75歳以上の後期高齢者数の増加が著

しく，2005年から2030年にかけ倍増する。65歳

以上者の1人当たり医療費は65歳未満者の4.5

倍程度，後期高齢者医療費は前期の約1.7倍。現

在でも介護給付費の約8割は後期高齢者が使

う。

第3は，医療・介護サービスの労働力確保が

深刻になり，「奪い合い」が激化する。更に，世

帯主が65歳以上の世帯が増加し，とりわけ単身

高齢世帯が著しく増加する。

2) 経済基調の変容

第1 資本蓄積」は，少子高齢化により貯蓄

率が低下する大きな要因である。

第2 労働力」であるが，経済成長の「足枷」

になる。

第3 医療・介護の対人サービスの分野で「技

図表1:人口の基本指標（1955年から2055年）

年次
（年） 総人口(A)

人口3区分

年少
人口(B)
(15歳未満)

生産年齢
人口(C)
(15～64歳)

老年
人口(D)
(65歳以上)

（参考）
（D）のうち
後期高齢者
人口の再掲
（75歳以上）

高齢
化率
(D/A)

老年従属
人口指数
(D/C)

生産年齢人口
を20～69歳，
老年人口を70
歳以上とした
場合の老年従
属人口指数

1955 8,928
万人

(69.9)
2,980万人
(169.5)

5,473万人
(64.8)

475万人
(18.4)

139万人
(11.9) 5.3%

8.7%
(12人で1人
を支える)

5.8%
(17人で1人
を支える)

1980 11,706
万人

(91.6)
2,751万人
(156.4)

7,883万人
(93.4)

1,065万人
(41.3)

366万人
(31.4) 9.1%

13.5%
(7人で1人
を支える)

9.0%
(11人で1人
を支える)

2005 12,777
万人

(100)
1,759万人
(100)

8,442万人
(100)

2,576万人
(100)

1,164万人
(100) 20.2%

30.5%
(3.3人で1人
を支える)

21.5%
(4.7人で1人
を支える)

2030 11,522
万人

(90.2)
1,115万人
(63.4)

6,740万人
(79.8)

3,667万人
(142.3)

2,266万人
(194.7) 31.8%

54.4%
(1.8人で1人
を支える)

41.7%
(2.4人で1人
を支える)

2055 8,993
万人

(70.4)
752万人
(42.7)

4,595万人
(54.4)

3,646万人
(141.5)

2,387万人
(205.0) 40.5%

79.4%
(1.3人で1人
を支える)

61.8%
(1.6人で1人
を支える)

(注) 総人口，人口3区分のかっこ書きは，2005年を100とした場合の指数である。
(出典) 国立社会保障・人口問題研究所『将来人口推計 (2006年12月)』の出生中位・死亡中位推計，総務

省『国勢調査』に基づき筆者作成。
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術進歩」の生産性向上に期待はできない。技術

者にインド人や中国人が多く，技術革新は生産

年齢人口世代から生みだされる。

3.医療・介護の人的資源の確保問題

1) 年金制度は「お金の移転」（ファイナンス）

である対し，医療・介護はサービスの提供は（デ

リバリー）であり，医師不足だけでなく看護職

や介護職等の確保が必要である。

2) 2030年における看護職員・介護職員等の

推計

ア.2030年における看護職員及び介護職員

の労働力人口に占める比率

イ.2030年における「保健衛生・社会事業従

事者」の労働力人口に占める比率

ウ.2030年における新卒者に占める看護職

員及び介護職員の比率

現状でも新卒者の5.8%が看護職員又は介護

職員の養成数であるが，2030年にはその割合は

12.2%まで増加する。換言すれば，新卒者の約

8人に1人は看護職員又は介護職員となるとい

うことである。仮に男女比が1:4だとすると，

計算上は2030年には新卒女性の5人に1人が

看護職員又は介護職員となる。

3) 2及び3の小括

① 2030年頃まで医療・介護需要の増加が見

込まれ，② 医療・介護をはじめ社会保障の持続

を可能とする経済の潜在成長率は低く，③ 医

療・介護を支える労働力減少する中で，医療・

介護分野に労働力人口を大幅にシフトさせるこ

とが必要となる課題に遭遇する。

第1に，貿易立国の要となる科学技術分野を

担う若年労働力の「争奪戦」は激化する。

図表2:2030年度の国民医療費の粗い試算

人口

2005年 2030年

国民医療費

2005年度
2030年度

伸率0% 伸率1% 伸率2% 伸率3%

0～64歳 10,201万人
(79.8%)

7,855万人
(68.2%)

16.2兆円
(49.0%)

13.3兆円
（34.0%)

17.1兆円
(34.0%)

21.9兆円
(34.0%)

27.9兆円
(34.0%)

65～74歳 1,412万人
(11.1%)

1,401万人
(12.2%)

7.4兆円
(22.2%)

7.3兆円
（18.7%)

9.4兆円
(18.7%)

12.0兆円
(18.7%)

15.3兆円
(18.7%)

75歳以上 1,164万人
(9.1%)

2,266万人
(19.7%)

9.5兆円
(28.8%)

18.6兆円
（47.4%)

23.8兆円
(47.4%)

30.5兆円
(47.4%)

38.9兆円
(47.4%)

計 12,777万人 11,522万人 33.1兆円 39.2兆円 50.3兆円 64.3兆円 82.1兆円

図表3:保健衛生・社会事業従事者等と労働力人口に占める比率（単位千人:%）

日本 スウェーデン 英国 ドイツ フランス 米国

保健衛生・
社会事業従事者（A） 5,310  683  3,355  4,063  2,919  16,661

助産師・看護師・
准看護師（B) 1,171  101  765  818  454  3,015

労働力人口（C） 66,420  4,512  29,369  39,948  27,429  148,893
 

A/C
 
B/C

 
8.0%

1.8
 

15.1%

2.2
 

11.4%

2.6
 

10.2%

2.0
 

10.6%

1.7
 

11.2%

2.0

（出典) A及びCは，ILO:Yearbook of Labour Statistics(2005) Bは，OECD:Health Data 2008
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第2に，医療・介護人材の養成に社会的意思

決定を要するが，これが容易ではない。

第3に，医療・介護の養成数を決めても充足

される保証はなく，処遇条件等の如何で看護職

や介護職の魅力が相対的に低ければ，人は集ま

らないし離職する。（2008年4月時点の介護福

祉士養成施設の定員充足率は45.8%，定員

25,407人に対し入学者数11,638人と定員割の

現実を直視すべきである。）

4.政策課題としての職能の見直し

1) 効率化の重要性:医療・介護制度の持続

可能性確保政策の重要な柱は，効率化，機関機

能の分化，集約化，連携を図る総合化を並進す

ることが重要だと言えよう。

2) 生産性向上と職能見直し:医療は生命・

身体の安全性確保の観点から法令により規定さ

れ，反対論や慎重論が多い中で推進すべきであ

ろう。

3) 職能の見直しに関する基本的視点

第1に，人口構造高齢化は疾病構造の急性疾

患中心から慢性疾患期中心に変化し，看護

（cure）と介護（ケアcare)を一体的に行う，生

活中心サポート形態が増加する。

第2に，財政や人的資源が厳しくなり関係者

が知恵を出す検討が求められる。

第3に，医療や介護の現場の実状(医療の不足

と介護の医療行為)を無視すべきでない。

第4に，一定の条件の下で医療的ケアを介護

職員等に認めれば，幅が広がる。

第5に，介護職に医療行為を認めることは職

能向上意欲喚起と専門性向上に資する。

4) 職能の見直しの具体策と論点－看護職－

① ナース・プラクティショナー（以下「NP」

と略称する），② 専門看護師（以下「CNS」と

略称する），③ 認定看護師（以下「CN」と略称

する）について如何に考えるべきかという問題

がある。

法律上の論点はA:NP，CNS，NSに，現行

制度上医師のみに権限の行使を認めていること

に対し，認めるAの場合は，A－1:看護業務の

解釈による拡大で認める方法と，A－2:医師法

及び保健婦助産婦看護師法（以下「保助看法」と

図表4:2030年における看護職員数・介護職員数及び労働力人口に占
める比率

「現状投影型」の場合 「大胆な改革（B2）」の場合

看護職員 190万人（3.1%～3.4%） 223万人（3.6%～4.0%）

介護職員 238万人（3.9%～4.3%） 293万人（4.7%～5.2%）

図表5:2030年における保健衛生・社会事業従事者数（粗い試算）

「現状投影型」の場合 「大胆な改革（B2）」の場合

A1  973万人（15.7%～17.4%） 1,173万人（19.0%～21.0%）

A2  856万人（13.9%～15.3%） 1,032万人（16.7%～18.5%）

図表6:2030年における新卒看護職員及び介護職員の20歳人口に占める比率

新卒者数（2008年から2030年） 20歳人口に占める比率（2008年から2030年）

看護職員 5.2万人 → 7.8万人 3.9% → 8.2%

介護職員 2.5万人 → 3.8万人 1.9% → 4.0%
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いう）の法律改正による方法とがある。筆者は，

A－2の方向で検討を行うべき時期に来ている

のではないかと考える。ただし，議論を建設的

に進めるためには，看護職のみならず医師（特

に専門学会）も交え，双方の「認識ギャップ」を

埋めることが重要だと思われる。

4) 職能の見直しの具体策と論点－介護職－

医療的ケア」を一定の条件の下に介護職等に

認める（A），か否か（B）がある。

A－1:医療的ケア」は医療行為とし，違法性

が阻却されるという解釈により認める。

A－2:「医療的ケア」は医療行為とし医師法

や保助看法を改正し一定の例外を認める。

A－3:痰の吸引や経管栄養等の「医療的ケ

ア」は医療行為ではないと解釈変更をする。

ちなみに，A－1はALS患者の痰の吸引を一

定の条件の下で家族以外の者が行うことを容認

した2003年7月17日医政局長通知による方式

であり，A－2は救命救急士法に類似する方式

である。

主要な論点は次のとおりである。

第1に，「医療的ケア」の具体的内容・範囲を

吟味し，研修の実施や責任管理体制の仕組みを

検討すること，痰の吸引を例にとれば，咽頭の

奥まで吸引か，咽頭の手前までの吸引かでは危

険性は異なる。単に「医療的ケア」を抽象的に

論じはいけない。

第2に，「医療的ケア」は現状で本人や家族に

委ねられている範囲と同様にすることが理にか

なっている。患者や家族にはすでにある程度の

医行為が医療的ケアで認められている事実は，

一定の訓練と医師・看護師との連携があれば医

療職以外でもできる。

第3に，当面の対応と将来的なあり方は区分

して検討する必要がある。痰の吸引や経管栄養

の管理が現場で行われ問題「顕在化」の実態へ

「対症療法」的な対応も必要とながら，「医療的

ケア」は与薬行為などがあり，かつ「医療的ケ

ア」の範囲は今後拡大していくから，問題をそ

の都度個別的に対応して是非を検討することは

適切ではない。

当面は①の違法性阻却論により解禁するこ

とはやむをえないが，将来的には，医療行為か

らの適用を除外するか，「医療的ケア」という特

別類型を設け，一定の研修受講や医療職の包括

的なコントロールが行われること等を条件に，

一定の資格（例えば上級介護士（仮称））に解禁

することを検討すべきである。

① 違法性却論は行為の事後に違法性を判断

する基準であり事前評価に本来なじまない。②

違法性阻却論に立てば，医療行為は医療職の業

務独占行為であり，医療職以外の他の職種が反

復継続して（業として）行うことは論理的に相

容れない。③ 介護職等が「医療的ケア」の違法

性が阻却されても，直ちに介護職等が「業とし

て」行うことを認めるものではない。将来的に

は違法性阻却論を用いるよりも，生活援助的な

「医療的ケア」の類型を設け，体系的な教育養成

と資格認定を行う方が，入所者の安全性の確保

という観点からみても適切である。④ 一定の

教育と実践トレーニングを受けることを条件と

する資格（例:上級介護士又は療養介護士（名

称はいずれも仮称））を設け，その業務独占行為

（医療職は当然行う）とすることを議論すべきで

あろう。

5.結語

① 職能見直しとして，一定の教育と実践ト

レーニングを条件とする資格（例:上級介護士

又は療養介護士（名称はいずれも仮称））を設け

るときには，現状の名称独占から業務独独占と

することが副次的効果として生じる。しかし，こ

の業務独占の論議に先立ち，「医療的ケア」を安

全かつ効率的に行うことを議論の中心に据える

べきである。

② 介護福祉士の職能の拡大を行う裏腹の関

係として，その責任はより重くなる。したがっ

て，介護の専門性とは具体的には何か（端的に

いえば家族介護と何が異なるのか），介護福祉士

の養成教育課程において介護の専門性に対する

社会的ニーズに見合う教育を行いうるかが，一
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層問われることになることも強調しておきた

い。

4 今後日本における介護需要 小松一子

1 はじめに（略)

2 高齢化が進展する日本（図表名のみで略）

1) 高齢者人口の伸び 図 1人口及び人口

増加率の推移 図2年齢区分別将将来人

口

2) 後期高齢者人口の伸び 図3高齢化の

推移と将来推計

3) 日本の介護に関係する疾病の受療率 表

1要介護度別にみた介護が必要となった

主な原因の構成割合 図4各疾病の受療

率の推移 図5総患者数の年次推移

4) 高齢者世帯の伸び 図6一般世帯の家族

類型別世帯数の推移 図7世帯構造別に

みた65歳以上の者のいる世帯数の構成

割合の年次推移 図8世帯構造別にみた

高齢者世帯数の年次推移 図9性・年齢

階級別にみた高齢者の単独世帯の構成割

合 図10世帯の将来推計 表3一般世

帯数及び高齢者世帯数及び割合 図11

高齢者世帯の将来推計

5) 要介護者の状況 図12認定者数の推移

図14要介護（要支援）認定者の介護度割

合

6) 訪問看護の地域格差と伸び悩み

3 認知症高齢者の増加と専門的介護の必要

性(略)

4 サービス内容の変化（医行為の需要の拡大

の必要性，詳細略）

1) 日本との比較できない介護職の諸外国の

例

①スウェーデン ②ドイツ

2) 医行為の許容の経過

3) 医行為実施の現状

表4医行為実施状況調査

5 今後の介護需要のまとめ

今後の介護需要の量的な伸びについては，厚

生労働省の考えとしては平成20年11月4日に

出された「社会保障国民会議 最終報告」の中

間報告後の議論でみると，医療・介護提供体制

について急性期医療の充実強化・効率化（現在

の一般病床全体の平均に比べ倍増の水準に引き

上げ），平均在院日収の短縮（現在の一般病床全

体の平均に比べ半減）（現状20.3日から10日

へ）としており，更なる短縮化を考えている。そ

して，在宅医療・在宅介護の充実については，訪

問診療の充実，居宅系サービスの充実等による

居宅系・在宅介護利用者の増については，現状

から約43万人/日の増と予想している。そのた

めのマンパワーの充実確保は全体で現状の1.7

～1.8倍の増を見通した財源の確保の必要性を

上げている，としている。

要介護認定者数は2005年の全国平均の認定

率を65歳以上人口に0.16，75歳以上は0.3を乗

じている。介護需要に使うものは，① 要介護高

齢者数の増加，② 認知症発生率，③ 世帯の動

向，④ 後期高齢者の増加率である。2005年を1

として，増加率をまとめたものが表7は今後20

年間の増加率である。

表5から2025年には，高齢化率は1.62倍に

なり，65歳以上の要介護認定率は，1.39倍とな

る（表7）。しかし要介護の必要性は65歳以上全

体から見るのではなく，要介護状態になる率が

高く，増加率の高い後期高齢者を参考にその認

定率を見ると，計算上後期高齢者の数が上回っ

てしまうが1.86である（表7）。それに認知症の

発生の予測値を重ね合わせると，2025年の日常

生活自立度II以上は323万人，日常生活自立度

III以上は176万人であるため実に要介護認定

者のうち半数は日常生活自立度II以上の認知

症であり，約4分の1は日常生活自立度III以

上の認知症ということになる。そして世帯構成

をみたとき，高齢者世帯としては，全世帯の

38.1%と2005年の1.38倍になり，また単独世

帯も1.24倍にと増えつづけるため家族介護は

現在よりさらに期待できない深刻な事態とな

る。そこで介護需要量を推測するなら，介護保
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険の認定率を2005年時を基準として割り出し

ているが，それらの推測値のうち最高値である

後期高齢者の要介護認定者数をとって，1.86倍

と考えられるのではないだろうか（表7）。

質的な内容での最新の記事では，「訪問看護と

介護」2008年8月号で特集「医行為外とされる

表5 高齢者の状況の推計

年
次

65
歳
以
上
人
口
（
千
人
）

75
歳
以
上
人
口
（
千
人
）

高
齢
化
率

後
期
高
齢
者
割
合

全
人
口
に
占
め
る

高齢者世帯数
（1,000世帯）

単
独
世
帯

夫
婦
の
み
世
帯

65歳以上世帯に
占める割合

単
独
世
帯

夫
婦
の
み
世
帯

高
齢
者
世
帯
の
割
合

全
世
帯
に
占
め
る

（
65
歳
以
上
）

要
介
護
認
定
者
数

（
75
歳
以
上
）

要
介
護
認
定
者
数

2005 25,761 11,602 20.1  9.1  3,865  4,648  28.5  34.3  27.6  4,175  3,493
 

2010 29,412 14,222 23.1  11.2  4,655  5,336  29.7  34.0  31.2  4,706  4,266
 

2015 33,781 16,452 26.9  13.1  5,621  5,991  31.2  33.2  35.6  5,405  4,936
 

2020 35,899 18,737 29.2  15.3  6,311  6,140  33.2  32.3  37.7  5,744  5,621
 

2025 36,354 21,667 30.5  16.2  6,729  5,941  35.4  31.2  38.1  5,817  6,500

表6 認知症高齢者の推計（安心と希望の介護ビジョンより）

年次
日常生活自立度II以上

認知症数（万人） 65歳以上人口比

日常生活自立度III以上

認知症数（万人） 65歳以上人口比

2005（平成17） 169  6.7  90  3.6
 

2010（平成22） 208  7.2  111  3.9
 

2015（平成27） 250  7.6  135  4.1
 

2020（平成32） 289  8.4  157  4.5
 

2025（平成37） 323  9.3  176  5.1

表7 今後20年間の増加率

年次

高齢化率

高齢
化率

増加
率

後期高齢者
割合

全人口
割合

増加
率

65歳以上世帯
に占める割合

単独
世帯

夫婦
のみ
世帯

65歳以上世帯
に占める増加率

単独
世帯

夫婦
のみ
世帯

全世帯に占める
高齢者世帯の割合

割合 増加
率

要介護認定者数
（65歳以上）

人口 増加
率

要介護認定者数
（75歳以上）

人口 増加
率

2005 20.1 1.00  9.1 1.00 28.5 34.3 1.00 1.00 27.6 1.00 4,175 1.00 3,493 1.00
 

2010 23.1 1.15 11.2 1.23 29.7 34.0 1.04 0.99 31.2 1.13 4,706 1.13 4,266 1.22
 

2015 26.9 1.34 13.1 1.44 31.2 33.2 1.09 0.96 35.6 1.29 5,405 1.29 4,936 1.41
 

2020 29.2 1.45 15.3 1.68 33.2 32.3 1.16 0.94 37.7 1.37 5,744 1.38 5,621 1.61
 

2025 30.5 1.52 16.2 1.78 35.4 31.2 1.24 0.91 38.1 1.38 5,817 1.39 6,500 1.86
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ケアの実践」を掲載し，口腔ケア，痰の吸引，イ

ンスリン注射11項目の位置づけ等についてそ

れぞれ現場からの意見が見られる。平成17年か

ら3年経過してなお現場での問題が出されてお

り，今後さらなる速急な解決が求められるとし

ている。

これらの中で明確に必要とされることは，や

はり介護職への十分な研修と医療職や家族との

連携である。現場の介護職は知識の不十分さに

よる不安と利用者や家族の希望に添えないつら

さをかかえている。療養病床が削減され在宅で

の療養が増加している現在，訪問看護も使えな

い場合家族は，ヘルパーに頼ることになる。家

族のレスパイトのためにたとえばたんの吸引な

ど厚生労働省は11項目とともに現場の介護者

が戸惑いながら行うのではなく，安全に有効に

行うことができるような対策が求められ，介護

職に医療的知識や技術教育の背景がないなか，

これを曖昧にせず，医行為の裏づけとなる知

識・技術の教育・研修を積極的に進めて行くこ

とが中心的課題ではないだろうか。

後期高齢者人口の伸びはすなわち要介護者の

伸びであり，認知症高齢者の伸びといえる。一

方では，高齢者世帯の伸びは介護者の高齢化で

あり，単独世帯の伸びともに介護の社会的施策

の充実の必要を示している。

加えて，医療保険制度改革により，病院の在

院日数が短縮されれば，在宅で医療が必要な人

が増加する結果となり，在宅で医療や介護の必

要な人が増えるだけでなく，看取りの増加にも

つながってくる。更に加えて，訪問看護が伸び

悩んだり，地域格差があれば，訪問介護にしわ

よせがくることは必定である。

よって，今後現在の介護福祉士養成に加えて，

ターミナル，認知症ケア，医療的な専門知識と

技術をもった上級の介護福祉士制度を早急に

作っていかなければならないと考える。

5 ドイツの介護専門職養成の新施策から示

唆される介護人材養成の方向性 中村裕

子

1.視察の目的（略）

2.研究の方法（略）

3.ドイツの抱える高齢者介護の課題と解決

に向けた施策（略)

4.ドイツの老人介護人材確保に向けた試み

に対する評価と今後の課題（詳細は略)

1) 実験クラウゼル

2) 老人介護師の2年間の専門学校教育から

3年間/4年間教育の試みについて

3) 老人介護を若者にアピールする活動

4) 老人介護師養成カリキュラム/試験体制/

習得技術の範囲規定の試み

5.ドイツの新たな老人介護人材教育施策に

学ぶ“日本の課題解決の視点”

以下の5課題が，概ね日本の介護現場には存

在するように思われる。

課題1:高齢者の疾病が慢性化し介護現場に

おいて医療的行為が必然的に必要である。

課題2:若い世代の人口が減少し介護に必要

なマンパワーの確保が困難な状況にある。

課題3:介護職の専門知識・技術の内容が現

場に適しない部分の見直しが必要である。

課題4:医師や看護師が介護現場に常駐する

ことは現実的に困難である。

課題5:介護職従事者の社会的・学問的な位

置付けが低く介護が科学として認めにくい。こ

れらの日本の介護現場が抱える課題について，

今回のドイツ視察を通して得た知見に基づき，

以下の対応策や対応の試みを提案できるように

思われる。

1) 医師・看護師の不足と慢性疾患の利用者

急増に対応（課題1・課題2・課題4）

ドイツに基本的にこの課題は問題とはならな

い。介護現場は医療的行為が通常である。デン

マ－クでも同様である。日本の介護福祉士の職

能の職域の狭さがもたらす結果である。日本で

介護福祉士法が成立した1987年頃の利用者の
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健康状態は，現在とは異なり，身の回りの世話

（介護）は必要であるが，医療的治療は必要のな

い人が多かった。介護保険制度が2000年に発足

すると，医療的補助具を装着したままの介護施

設入所者が急増し，介護現場は医療現場化した。

救急の対応としての教育のみを受けた介護福祉

士は，慢性的な対応は無理であり，医療スタッ

フが確保できない介護現場は，無法化放置状態

とされる。

人口構造の変化から，医療現場に必要な医師

や看護師が必然的に確保が困難となった。介護

現場に十分な医師や看護師の配置は無理であ

る。このような危機を乗り越えるため一刻も早

い対応が，日本において必要である事実を，今

回のドイツ視察の際に痛感した。

日本の介護現場においては，医療と福祉の間

に横たわる既成概念を調整することが，早急に

実現が迫られている課題である。

2) 介護護福祉士の専門技術・知識など業務

内容の整理，介護福祉専門教育の指導や研究を

推進のするための指導者・研究者養成のシステ

ムの必要性（課題2・課題3・課題5）

ドイツにおける試案の実践として，ジェネラ

リスト養成のモデル事業を紹介したが，単に老

人介護師の人数を確保するだけでなく，新たな

介護現場の状況に必要な人材や施策を計画し実

践できる指導者や研究者を育成することにある

とされる。“教育カリキュラム”，“資格試験の在

り方”，“専門領域や職務の設定”考案し提案で

きる人材が必要であり，指導者や研究者を育て

る教育体制が求められている。ドイツでは，今

後社会的状況の変化に合わせ，研究や教育に対

する指導者的人材養成が重視されよう。

3) 日本の介護現場における課題2，3，5，を

解決するには，介護福祉士の日常の仕事内容が，

“科学”であることを自覚することが大切であ

る。WHOの報告書にも「介護は科学である」と

している。就労環境の整備には，所得や就労時

間などが条件であるが，これらが決定の過程に

は職務内容の専門性の問題や介護への社会的評

価などが関わる。介護護福祉士の仕事内容が充

実し専門性を増すことが大切である。ドイツの

専門職訓練体制と大学の研究者養成の体制が連

携するように，日本においても同様に，教育制

度や修学の場（大学院や研修センタ－，他）が

必要である。

高齢者支援活動を“介護行為”だけに限定す

ることは危険である。多くの高齢者が地域で居

場所を失い迷うことのないよう社会全体の安全

が保障可能な体制つくりが課題である。ドイツ

にみる介護福祉人材の育成と人材確保の問題解

決の実践を，単に外国の問題とせずに，わが国

の問題理解や解決の手掛かりを見いだす機会と

なることを期待したい。

ドイツで試みられる施策の実施を学ぶと同時

に，真の課題解決の鍵への知見が得られること

を今後に期待したい。

6 情報入手と資料翻訳 岡田澄子

第II部 参考資料 情報の収集と入手した

資料の翻訳にご尽力頂いた。

1 実験クラウゼル

(1)報告書

(2)報告書第4章

(3)実験カリキュラム及び学習単位

註 08.11.28.ケルンのカソリック単科大学

Katholiche Fachhochschle NRW とドイツ応

用ケア研究所Deutsches Institut feur ang-

ewandte Pflegeforschung e.V.(dip）を訪問し，

実験カリキュラムCurriculum feur den Model-

lversuch Erprobung einer Ausbildung in der
 

Alten-,Kranken-und Kinderkrankenpflege
 

mit generalistischer Ausichtung”を頂戴した。

(4）実験カリキュラム及びNRW 州の2例

（NRW 州国家認定看護師・小児看護師の教育指

針の学習単位及びNRW 州のAP教育推奨の

学習領域/部分学習領域）との比較

(5）3年間の教育実施計画

註 ドイツには，ケア対象者の年齢層に対応し

た複数のケア職（老人介護師Altenpfleger，看
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護師Krankenpfleger，小児疾病看護師Kinder-

krankennpfleger等）が歴史的に存在した。近

年，複数疾患を抱える高齢者への対応，労働市

場の流動化などを目的として職業教育の一本化

を推進する動きが活発化している。老人介護の

職業に関する法律第4条7項に盛り込まれた所

謂『実験クラウゼル』に基づき，高齢者介護師，

看護師ならびに小児看護師の職業教育を包括す

る試みが2004年から8つの州で行われ，その取

りまとめの報告会が，2008.12.3にベルリンで開

催された。

この実験のモデルとして，① 区分していた

職種の修了証（免許）の一本化への統合，② 介

護教育の統合で数種の修了証（免許）の獲得（ゼ

ネラリスト），③ 職業教育を一つの大学修了資

格と結合（高等教育），の3つのカテゴリーが形

成された。

更に，この実験モデルには，④ 介護や看護の

学習に加えて，一般教養を学ばせ，修了者には

大学への進学を可能とすることも盛り込まれ

た。

2 NRW 州のAltenpfleger教育資料6冊

資料1AP教育と試験方法 2006.9.

資料2 AP教育と試験の実施 2006.9.

資料3 AP教育計画枠組み 2006.9.

資料4 AP実技指導者と継続教育 2006.9.

資料5 AP教育指導指針と学習領域 2003.1.

資料6 AP-hilfeの教育 2006.9.

3 Fachseminar fuer Altenpflege der Kait
 

sers-werther Diakonieの資料

-

(1) カリキュラム（CD，A4版で178頁の内

容）

(2) 石川が訪問時に教科書リストを頂きこ

れに基づき購入し持ち帰った教科書19

巻

翻訳者の紹介

岡田澄子，協力研究員，:大阪外国語大学卒，金

沢大学大学院法学研究科修了，渡独後老人介護

師Altenpflegerinの教育と看護マネージメン

ト向上教育を受け，現在高齢者施設の看護部長

Pflegeleitung，ニーダーザクセン州ハノーハー

在住。母国の介護のためにと協力を約束してく

ださった。

本稿は，岡田さんが，多忙で重責の本務の傍

らに夜間と休日を割いて情報の入手と翻訳をし

てくださった貴重な資料である。

(以上 石川記）
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